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遺伝子組み替え作物 をめ ぐる環境問題 と科学技術の相互的構築

　大塚　善樹

（筑波大学大学院）

　環境問題 の 構築を 「非専門家」 に よ る科学技術 批判 とい う概念 で 捉え、　「専門家」 に よ る科学

技術 の 構築 との 相互 作用を、農薬か ら遺伝子組 み替 え作物へ 至 る科学技術 とそれ に 対 して 提 起 さ

れ る 環境問題 を事例 に 検 討 した 。分 析方法 と し て は、構築過 程を複数の 「ア ク タ
ー
」 の 関係 に分

解 して 記述す る、科学技術社会学の 「ア ク タ
ー・ネッ トワ

ーク」 を採 用 した。遺伝子 組 み 替 え作

物 の 科学技術 は、農薬 の 科 学技 術 ネ ッ トワーク が 、そ れ に 対抗 す る環境問 題ネ ッ トワ
ー

ク と相互

作用する 過程で 構築 され て きた こ とが確認 され た。また、こ の 相互作用の 過程 で は、都市の 消費

者 と特許制度が 、双方の ネ ッ トワ
ー一

ク を 共存 させ る上 で 重要な 「ア ク タ
ー
」 と して 機能 して い る

こ とが 示唆 さ れ た。
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1．は じめに

　環境問題を構築主義の観点か ら捉 える アプ ロ ーチ は、 「自分の 経験 して い な い
一般的な知識

が 、 自分の経験にお い て決定的な中核になる」　（Beck，1986＝1988： 133）こ とを特徴 とす る現代

の 環境問題の社会的認知を理解する上 で 、1つ の有効 な方法に な りうる。第
一に 、こ の方法はそ

の よ うな 「…般的な知識」
一

多 くの 場合 「専門家1 が権威づ ける科学的知識
一

を相対化する
。 被

害の 程度や 化学物質の濃度、あるい は生物多様性の減少 とい っ た 「事実」を基礎づ ける科学的知

識や技術は、　「科学技術の社会学」が示す ように、特定の 社会的文脈に お ける構築物 として考え

られ る （別 ker　et　al．，1987） 。 さら に、科学技術は環境問題 の 認知に貢献する
一

方で 、 「事実」

と して の環境問題 を引 き起 こ した張本人で もある こ とか ら、そ の両義性 を理解する上で も、科学

技術が社会的文脈に 埋 め込 まれ て い る こ とを明 らかにす る こ とは重要で あろ う。 第二 に構築主義

は 、 環境問題が 「非専門家」に認知 さ れ 、　「自分の経験」と して社会運動や政策に反映 され て い

く過程を分析する枠組み として有用で ある。　「社会問題の構築」 とい う考え方は、分析者の 視点

と問題 に関わるメ ン バ ーの視点を区別し、 「事実」 と して の 環境問題 の 原 因や帰結 よ りも、メ ン

バ ー
が問題 を理解 し定義する プ ロ セ ス に焦点を移す （Hannigan ，

1995 ：34−38） 。

　本稿では、こ の よ うに相対化され る科学技術 と環境問題の それぞれ の構築過程が、どの ように

関連する か に つ い て検討 した い
。 前者は、後者の 原因や基礎 となる だけで な く、 後者か ら影響 を

受け るで あろ う。 こ れは、環境問題が 「ビ ジ ネス ・チ ャ ン ス 」 として 技術革新 に反映され る よう

な状況 に特に当ては まる。こ こ で は、　「非専 門家」は単に消費者や 被害者 として 受動的に科学技
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術の構築に 関与する だけ で は な く、環境問題 の 構築を介 して 能動的に参加する 。 ただ、そうして

構築 された科学技術は環境問題 を解決する とは限らず、問題 を現状維持的に再解釈 した り、新た

な問題の 原 囚とな る場 合もあ る。本稿 では 、 遺伝 F組み替え作物 （transgenic　crops ：TC ） をめ ぐ

る環境問題 を事例 と して 、 こ の よ うな科学技術 と環境問題の 構築が交差する社会関係 を分析す

る 。

2．TC の 概観

　 1983年に植物の 遺伝子操作 に関する基本方法が 、
ベ ル ギーの ゲ ン ト州立大学、セ ン トル イス の

ワ シ ン トン 大学、そ して 同地に本杜を置 く化学企業モ ン サ ン ト （Monsanto＞社 によ っ て 開発 さ

れ、以後Tc に関す る論文や特許が簇出 した 。 1990年代 にな るとTC は実験室か ら農場に 出て 、種

子や生産物の 商業化が始 ま っ た 。 主な開発者は 、農薬を製造する多国籍化学企業であ っ た。 TC

の特許を1986年か ら95年の 日本公開特許公 報で調査 した と こ ろ 、全 117件の うち78件 （67・／。 ）が

世 界的な巨大化学企業 と資本系列下 の ベ ン チ ャ
ー企業か ら の 出願で あ っ た q   そ れ ら は、ノ バ

ル テ ィ ス （Novartis）、ヘ キ ス ト （H   chst ）、モ ンサ ン ト、バ イエ ル （Bayer）などの 欧米系化学

資本、お よび三井化学、三菱化学な どの 日系資本で 、すべ て が農薬製造に関わ っ て い る 。 こ れ ら

の 企 業が ク レ
ー

ム して い るTC の 有用性 も、除草剤耐性、害虫耐性など、それぞれ除草剤、殺虫

剤を補完 もし くは代替する機能を作物に付与する もの で 、TC の 特許出願全体の約半数を占め て

い た。また、1986年か ら92年にOECD 各国 で 承認 され た TC の 野外試験 に お い て も、 全 878件 の う

ち728件 （83％ ）が農薬補完 ・代替性 の TC につ い て で あ っ た （OECD ，1993；13） 。

　例えば 、
モ ン サ ン トが 開発 した 「ラウ ン ドア ッ プ ・レ デ ィ （Roundup　Ready）」遺伝子組み替

え大豆は、同社の 除草剤 「ラウ ン ドア ッ プ」に対する抵抗性が与え られ 、 そ の併用を前提 として

い る，、 「ラ ウ ン ドア ッ プ」は 、 作物 と雑草を区別 しな い 除草剤だが、毒性や残留性が 低い とされ

る 。 モ ン サ ン トが 宣伝する商品価値は 、 「環境に優 しい 」除草剤 へ の 転換を促進する こ と、 全体

と して の 除草剤使用量を減 らせ る こ と、不耕起栽培を可能に して 土壌浸食を防 ぐこ とな ど、環境

問題へ の 「対策」 を含 む （Padgette　et 　al．，1996 ；56）。また、同様 に出願 の 多い Bt菌毒素産生作

物 で は 、生物農薬 で あるバ シ ル ス ・ス リ ン ジ エ ン シ ス とい う細菌 （Bacillus　thumbgiensis：Bt菌）

の毒素を コ
ー

ドす る遺伝子が組み込ま れ 、特定の害虫に抵抗性 を発揮する 。 Bt 菌は 『沈黙 の 春』

で 「べ つ の 道」 に至 る生物的防除の
一

例 として 紹介され て い た （Carson，1962＝1987：237） 。 開

発企業は、こ れ らの TC が化学殺虫剤の使用 を代替 し、環境問題 を軽減する こ とを商品価値 とし

て訴える （Fratey，1992；40）。

　 こ の ほ かTC には、穀物の収量や果実の 日持 ち性をよ くする形質を遺伝子導入 した例 も見 られ

る 。 しか し、農薬補完 ・代替性に つ い て の 特許出願が 先行して い た こ とか ら、TC の 技術革新の

主要な経済的要因は、環境問題 を
一

因とする化学農薬市場の縮小に対する化学企業の戦略 にある

と考えられる。とこ ろが最 近、抵抗性遺伝子や ウイ ル ス 遺伝子 の 環境へ の 放出、TC を用 い た食

品の安全性、化学農薬へ の 依存性の増大な ど、TC には新た な環境問題 を引 き起こす恐れが ある
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点を 、 環境保護団体や消費者団体が批 判 し始めた （4節4項参照 ）。 すなわ ち、TC をめ ぐる環境

問題には、環境問題が もたらした環境問題 とい う側面がある 。 したが っ て 、 本稿の課題 は 、 農薬

か らTC へ と至る害虫や雑草の 防除技術の展開 と、それに対す る環境問題 の 構築 との 相互作用 を

分析する こ とにある 。

3．環境問題の 再帰性 と 「ア クター ・ネ ッ トワ
ーク」ア プロ

ー
チ

　 「専門家」による科学技術の構築と 「非専門家」に よ る環境問題の 構築 とい う、 知識を媒介に

した社会集団の相互作用を理解する際には 、
ベ ッ ク （Beck）によ っ て展開され た知識 の 再帰性の

概念が手が か りとなる 。
ベ ッ クは再帰性を、次の 2つ の意味に区別 して捉 え て い る n 第

一
に 、 産

業化が環境 を破壊 し産業社会自体 に 悪影響を及ぼすとい う意味で、科学技術が 盲目的に陥る自己

危険化 と して の 再帰性 （reflexivity）、第二 に、科学的知識が 日常生活領域 に浸透 したため に環境

問題 を 「非専門家」が感知 し、政治的領域にお い て科学技術批判が なされ る とい う意味で 、科学

の 自己批判 として の 省察 （reflection）が 措定で きる とい う （Beck ，1994：5−8） 。 だが 、こ の 理論

は 「専門家」の 優位 を暗黙に仮定し、省察の 根拠を所与の 科学的知識に帰 して い る 。 構築主義の

立 場か ら見る と 、　 「専門家」の 科学的知識 も 「非専門家」 との 相互 作用を通 して 構築 され て い

て、それ自身に正当性 は内在 しない
。 よ っ て 、 第二 の プ ロ セ ス は 「科学 の 自己批判」で は な く、

「非専門家 1 に よる能動的な環境問題の 構築 と捉 え る べ きで ある と考 える 。

　こ こ で 、　「非専門家」に よる環境問題 の構築は、自然や科学技術につ い て の新 しい 意味 を社会

的表象として形成する過程で ある 。 それ に対 して 、 科学技術の 構築で は 、 「専門家」が 人工物 を

物的事象 として 造 り上 げる。す る と、 「構築」 の 意味は両者で 異なる 。 しか し、科学の 人類学 を

提唱する ラ トゥ
ール に よる と、社会的表象 と物的事象の 区別 自体が近代にお い て構築 された もの

に他な らな い （Latour，且991＝1993： 13−48）。現実に存在する の は、両者の 混成物で ある 。 環境

問題 は社会関係だけ で なく物を含むネ ッ トワ
ー

ク として捉え うる し、物に は複雑な社会関係が反

映され て い る 。 環境問題 も科学技術 も、人間 の み な らず物を も含むネ ッ ト ワ
ー

ク として 、対称的

に取 り扱 うこ とが 可 能で あろ う． 環境問題 と科学技術 の 相互 的な構築過程 は 、社会的要素と物的

要素の双方を同格に結びつ ける分析方法に よっ て、初め て理論化する こ とが で きる 。 その ような

方法が 、 ラ トゥ
ー

ル の 共同研究者で あ るカ ロ ン が試み て い る 「ア クタ
ー ・ネッ トワ

ー
ク」の 手法

で ある （Callon，1986） 。

　こ の方法に従 うと、自己危険化 と して の科学技術の構築は 、　「専門家」が特定の 科学技術 ネッ

トワ
ー

ク の 「翻訳者」となっ て 、知識や物、そ して その受容者 とな る 「非専門家」 を結び つ ける

過程 と捉え られる 。 こ こ で は、行為者の みな らず 自然物や人工物 も、アクタ
ー ・ネッ トワ

ー
クの

同格の 「ア ク タ ー」 とされ る 。 各ア ク タ ー間の結合は、個 々 の ア ク タ
ー

に 固有な ア イデ ン テ ィ

テ ィ 、欲望 、利益関心、操作特性な どを、　「翻訳者」が 目的達成に都合 の 良い よ うに 「翻訳」す

る こ とに よ っ て 可能 とな る 。 こ こ で 、個々 の ア ク ターは、 「翻訳者」が割 り振 っ た役割に 反逆す

る こ とも可能で
、 結果的に ア クタ

ー ・ネ ッ トワ
ー

ク は破綻す る こ ともあ りうる ， ある科学技術 の
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ア ク タ
ー ・ネ ッ トワーク は、技術上 の 失敗、公害、予期せ ぬ 自然の 反応な どによ っ て 、 また消費

者の 無関心 、 ボ イ コ ッ トなど に よ っ て 、 実を結ばない こ と も起 こ る 。 すなわち、ア クタ
ー ・ネ ッ

トワーク として の 科学技術 は、　 「翻訳者」 と個 々 の ア クタ
ー

が 自身を再帰的 に構築 し続ける こ と

に よ っ て の み成立す る。

　本稿で取 り上げる科学技術の 「専門家」 ＝ 「翻訳 者」は、多国籍企業であ る 。
こ の 「翻訳者」

は、当該技術の ア クタ
ー ・ネ ッ トワ

ー
クの外部で 、経済的 ・政治的 ・文化的な既存の ネッ トワ

ー

ク に よっ て も自己を再帰的に構築で きるが故に、すなわち生産手段や中間財 ・消費財の 世界市場

の 専有力、政 治や マ ス ・メ デ ィ ア へ の影響力な どをもつ ために、多様なア ク ター
の 動員が可能 で

ある 。 こ の ような構築 の 文脈 を、ロ ウとカ ロ ン は 「広域的ネ ッ トワ
ー

ク」と呼び、こ れがその ア

ク タ
ーを通 じて 局域的な ア ク タ ー ・ネ ッ トワ ーク と相互 作用 する と し た （Law ・and ・Callon，1992；

21−22） 。 すなわ ち、広域的ネ ッ トワ
ー

クは特定の 役割 を担 っ た行為者や知識や物 を 、 局域的な

ア ク ター ・ネ ッ トワ
ー

クに供給する 。

一．．一
方、局域的に形成 された知識や物は、広域的ネッ トワ

ー

ク に取 り込 まれ て そ れ を変化 させ る 。

　 これ に対 して 、 科学技術批判 として の環境問題の構築は 、 「非専門家」が 自らの 科学技術 との

関係 （苦痛 、 不安、疑問 な ど〉を、流通可能な知識 （論文や マ ス ・メ デ ィ ア）、貨幣 （投資や消

費）、そ して政治的 な異議申し立 て （運動や 訴訟）に 「翻訳」 し、ア ク タ ー ・ネ ッ トワ
ー

クを

（再）編成する こ とと考える こ とが で きよ う。こ の プ ロ セ ス は、　 「非専門家」が科学技術ネ ッ ト

ワ
ーク の ア ク ターとして 反逆する過程 に重な る 。 すなわ ち、環境問題の ア ク タ ー ・ネ ッ トワーク

は、科学技術 の普及、管理、消費な どに 関与する 「非専門家」の
一

部が 、 自身や他の ア クタ
ー

の

役割 を再 「翻訳」し直す こ と に ほ かな らない
。 例えば 、 農薬は 「先進科学の 成果」か ら 「死の 霊

薬」 に 、 害虫は 「制御可能な もの」 か ら 「抵抗性を獲得する生態系の
一

要素」に、農薬散布業者

は 「科学技術の 普及者」か ら 「殺戮者」に再 「翻訳」 され る 。 さ らに、　「野生生物」や 「天敵」

とい っ た新 しい ア クタ
ー

も登場する 。 科学技術の 「べ つ の 道」へ の 移行は、こ の よ うな環境閊題

の ア ク タ
ー

が どの 程度、広域的ネ ッ トワ
ー

クを作 り替える こ とがで きるか に依存するで あ ろう。

4．作物の防除技術 と環境問題 を構築する 「ア クター ・ネ ッ トワ
ー

ク」

　ア キ レ イデ リス ら に よ る と、第二 次大戦後の ア メ リ カ で の 農薬市場 の 急速な拡大が、1950年代

か ら60年代に新規化学物質開発 の 「黄金時代」を もた ら した （Achilladelis　et 蝕 ，1987） 。 農薬市

場 の 拡大の 背景 に は 、

一
方で 産業復興期における 工 業部門 へ の 農村人ロ の 移動 に伴 う農業省力化

の要求があ り、他方で 工 業労働者に安価な食品 を供給するため の 農業調 整法と海外へ の 食料援助

を行 う公法480に伴 う農業生産の増大があ っ た 。 合成化学薬品工 業は技術的な意味で 「第二 次世

界大戦の お と し子だ っ た」 （Carson，1962＝1987：24）が、そ れは同時に経済的 な側 面で は、食

肉や加工 食品の 大量消費と農業保護政策に守 られた当時の ア メ リカ に特異的な 「フ ォ
ード主義的

農業」　（Kenney 　et　aL ，1991： 174＞ の お とし子で もあ っ た。そ の 後、農薬を用 い る こ の 資本集約

的農業は、類似 した農業保護政策の もとで 、ヨ
ー

ロ ッ パ や 日 本 に も移入 された。同様に、農薬 を
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め ぐる環境問題 も ア メ リ カ で 最初に顕著 と な り、TC の 開発 もほ とん どが ア メ リカ の 農業用種苗

市場 を狙 っ て い る 。 したが っ て 以下 で は、主 と して ア メ リカ 的文脈にお ける相互 的な構築の様相

を見て い くこ とにする 。

4．1．化学農薬 ネ ッ トワ
ー

ク と環境問題 ネ ッ トワ
ー

クの 出現

　 1950年代の ア メ リカで 、化学農薬の 技術革新の 「アク タ ー ・ネ ッ トワ
ー

ク」　（以後、単に ネ ッ

トワーク と記す）は 、　「専門家」 として の 多国籍化学企 業が 「翻訳者」 となっ て、農業経営者、

農務省、農科大学、政治家 、 害虫、雑草、特許、化学物質などの ア クタ
ーを組織す る こ とで 成立

して い た と考えられる 。 農業経営者は穀物需要の 増大と労働力不足か ら農業の 効率化を望んで お

り、何 らか の 防除技術の 潜在的な市場を形作 っ て い た 。 穀物需要の 背景にある補助金や海外へ の

食料援助な どは 、広域的ネ ッ トワ
ー

クに属す る 。 同様 に 、 安価で 規格化され た食品の消費者 も、

未だ 「翻訳者」が直接制御する必要の ある ア ク タ ーで は なか っ た 。 こ の よ うな潜在的ア クタ
ー

は 、 「ブ ラ ッ ク ・ボ ッ クス」 と して扱われ、何 か不測の事態が起 きない 限 り顧み られ る こ と は な

い （Callon，1986：29＞。 農務省や農科大学の 「専門家」は、新たな化学農薬 を開発 ・普及す る

ため の様々 なプ ロ グ ラ ム に従事 して い た 。 彼らの動員 には、化学企 業に よる資金援助 と農村地域

の 有力政治家を通 じた政 治的圧力が重要な役割 を果た した 。 害虫や雑草は 、未だ に 制御 可能な も

の と信 じられ て い た 。 但 し、1947年に発見された有機塩素系殺虫剤 に対する 害虫の抵抗性獲得

は、現実的な課題 となっ た。新 しい 化学物質へ の期待 と需要は 、拡大 しつ つ あ っ た 。 特許は研究

開発投資を行うため の 重要な要件で ある 。 開発者の独占権が保証 される こ とで 、 初め て技術革新

は可能とな る 。 しか し、特許の成立条件は技術革新 の 方向に影響 を与えた 。 例えば、1920年代 に

発見され て い た除虫菊の 成分で ある ピ レ ス リ ン は 、 天然物で ある が ゆえに特許性が な い と解釈 さ

れ、1967年に化学合成されるまで は開発が進まなか っ た 。 化学企業は以上 の ア ク タ ーの動員 と関

与の もとで 、 殺虫剤 と除草剤の ため の 新規化学物質 を、1950 年代 に各々 85種 と35種 開発 した

（Achilladelis・et ・al．，1987： 183−185） 。 こ の 数は 、そ れまで の 30年間に開発 され た化学物質の 倍以

上 で ある 。 そ の 内訳 を殺虫剤につ い て 見る と、1940年代 に はDDT （ガイギー社＝現 ノバ ル テ ィ ス

杜 ）な どの 有機塩素系が 14種、パ ラ チ オ ン （バ イエ ル 社）な どの 有機燐系が 8種 で あ っ たが、

1950年代 に は有機塩素系は9種に減少 し、そ の代 りに有機燐系が 72種 に増加 した 。 こ の 変化に

は、有機塩素系 に害虫の 抵抗性が見 られ始め た こ と、使用者に対する毒性の 低 い 物質が有機燐系

で実現 した ことが反映 して い た 。

　しか し、周知 の よ うに 1960年代 に なる と、 「沈黙の春」　（1962年）の 出版 を契機に 、 ラ ル フ ・

ネー
ダー （Ralph　Nader ）グ ル ープ の よ うな消費者団体 、 環境防衛基金 （Environrnental　Defense

Fund ）などの 環境保護団体で 「非専門家」に よる化学農薬批判が始まっ た 。 前述 の ように 、 彼 ら

は化学農薬ネ ッ トワ
ー

ク に お ける ア ク ターの 役割 を再 「翻訳」 し 、 新たな ア ク ターを登場 させ

た 。 カーソ ン の 議論は、こ の再 「翻訳」の 基礎 を提供 した 。 すなわち、農業経営者は単一
作物の

大量栽培 を行うこ とで 害虫を大量発生 させ る根源 とな り、多国籍化学企業は 「死の霊薬」を開発

し、農務省は 「空からの 一斉爆撃」を行う。　
一
方で 、傷つ い た野生生物、天敵 の 死滅 に よっ て害

虫の抑制力を失 っ た生態系、化学物質で汚染 された水や食品などが化学農薬ネ ッ トワ
ー

ク の 「ブ
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ラ ッ ク ・ボ ッ ク ス 」か ら取 り出 され、 「環境」とい う概念に統合され る 。 また、化学物質に よ る

汚染は食料の 「安全性」とい う概念を生 じさせ、　 「環境汚染に曝され る消費者」を ア クタ
ー

に取

り入れ た 。
こ の ような再 「翻訳」 の 試みは、NGO や マ ス コ ミ、そ して 政治家が 「ス ポーク ス マ

ン と して の 翻訳者」　（Callon，1986：24−25）となる こ とで 、化学農薬の 環境問題 ネ ッ トワ
ー

クを

形成 し、 広域的 ネ ッ トワ
ー

ク を再構築する こ とが可 能に なっ た 。 殺虫 ・殺菌 ・殺鼠剤規制法

（FIFRA ） の
一

連の 改正、環境保護局 （EPA ）の 設立 、 食品医薬品局 （FDA ）の権限の 強化、そ

して環境問題が マ ス コ ミ や政治に制度化 された こ とは、こ の広域化の例で ある 。

　 しか し、化学農薬ネ ッ トワ ーク の再構築 とい う視点で見る と、農業経営者 の 背後 で 食料需要を

形成 して い る都市消費者 と い う潜在的 ア ク タ ーに つ い て は 、再 「翻訳」は及ば なか っ た と言え

る 。 安価で 規格化 された食肉 ・加工 食品や 「きれ い な」食品へ の 消費者の 選好は、市場 とい う

「ブ ラ ッ ク ・ボ ッ ク ス 」に封印され た ままで あ っ た 。 同様 に 、農業労働者連合 （United　Farm

Workers ）が訴えた移民農業労働者の化学農薬被害も 、 環境問題 の 主要 な議論には取 り入れ られ

なか っ た （Hannigan，1995：121＞。 逆に 「環境汚染に曝 され る 消費者」 とい う役割の み が環境問

題 ネ ッ トワーク の ア ク タ
ー

とな っ た こ とは、農業保護政策の 負担者で、τ 業部門 に属する都市消

費者の 農業に対す る不信 を育み 、 i化学物質で 汚染 され て い ない 純粋で 安価な食晶」 へ の 選好 を

正 当化 して 、それ と表裏
一体 をな して い る 画

一作物 の 大量栽培 と農楽へ の 依存 を隠蔽した で あろ

う。 こ の よ うな都市消費者 と農業生産者 との距離化は、日本で 認め られ たような消費者 と生産者

との 直接的な提携 に よ る有機農業運動 を育ち に くくして お り、有機農産物の 流通も市場を介 した

もの が主流で ある 。 同様 に 、工 業部門の 重要な規範の 1つ で ある特許 （工 業所有権）制度 とい う

ア クタ
ー

に つ い て も、環境問題 ネッ トワ
ー

クに再 「翻訳」され る こ とはなか っ た 。 例えば生物的

防除法開発へ の代替的 イ ン セ ン テ ィ ブが 形成 され る 、 とい っ た こ とも起 こ らなか っ た 。

4．2．化学農薬 ネ ッ トワ
ー

ク の 変容

　HFRA の 改正 とEPA やFDA の 監督下 で 、環境 と消費者とい う新 しい ア ク ターを取 り込むため の

化学農薬の 開発が始ま っ た 。 しか し、前述 の よ うに、化学農薬 へ の依存や化学合成物質へ の 偏向

を見直すこ と は、広域的ネ ッ トワ
ー

クの 変容に含 まれ て い な い
。 したが っ て、1960年代か ら70年

代 を通 じて 化学農薬の 開発は継続 した。規制が緩か っ た 1960年代は新規化学物質の 開発の ピー
ク

とな り、殺虫剤 g6種 と除 草剤 110 種が 、また 70 年代 で も同 じ く60 種 と70 種が 合成 さ れ た

（Achilladelis・et・al．
，
1987： 185） 。 殺虫剤で は 、 抵抗性 の 克服と低毒性 ・低残留性 へ の 配慮か ら、

有機塩素系と有機燐系は減少 したが、カ ーバ メ ート系 と合成 ピ レ ス リ ン 系が増加 した 。 除草剤は

抵抗性がまだ知 られ て お らず 、 環境へ の影響 も殺虫剤ほ ど取 り上 げられ る こ とが なか っ た。 こ の

時期には尿 素系、ア ミ ド系、脂肪酸系などの 多様な骨格に可能性が広げられ た 。 結局 、 新 しい ア

ク ターの 出現に伴 い 、環境適合的で安全 な農薬 を開発する こ とが競争の基準 となり、かえっ て研

究 開発 を活性化する こ とにな っ た。同時に 、環境問題は技術革新に よっ て解決可能な、技術上 の

問題 と し て再構築された 。

　 しか し、1980年代以 降は、環境問題が もた ら した広域的ネ ッ トワ
ー

ク の変化が より顕著 とな っ

た こ とに加えて、別の構造的な要因が重 な り、 化学農薬ネ ッ トワ
ーク は 不安定化する 。 第

一
に 、
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害虫や雑草は従来の化学農薬の使用法では制御で きな くな っ て い る こ とが、 「専門家」の 間で も

公 言され るように な っ た 。 殺虫剤で は、期待 された合成 ピレ ス リ ン 系 も効かな くなっ た。除草剤

に対する雑草の 抵抗性獲得 も報告 され始めた。農薬抵抗性 と技術革新は、新規化学物質が次々 と

開発 され る限 りは好循環を形成する が 、常に破綻する 危険性 をは ら ん で い た
。 第二 に 、 EPA や

FDA の規制が厳 し くな っ た 結果、化学企業の 研究 開発 コ ス トは増大 した 。 ドイツ の化学企業で あ

るBASF で は 、 1975年か ら95年の 間に毒性 ・残留性 ・代謝 ・環境へ の 影響などの 試験 コ ス トが 12

倍以上 に なっ た （Harmell ，
1996 ：384） 。 こ れ は、抵抗性 に追 い つ くため の 技術革新を 、 ますま

す困難 な もの に した。第三 に、都市住民の 環境主義は 、　「フ ォ
ー ド主義的農業」を支えて い た農

業保護政策に対する 政治的妥協 を見直す方向 に作用 した 。 1970年代 まで の 欧米の 農業保護政策

は、過剰生産 と国際価格の低下が補助金 の 支出を増加 させ る
一

方で 、資本集約的農業を促進 して

自然環境 を破壊 して きたと認識 された （Allaire　and 　Boyer，1995＝1997：459）。 さら に、工 業部

門 で の 経済危機や ブ レ トン ・ウ ッ ズ体制の崩壊な どの 要因も重な り、農産物貿易 の 自由化 、 補助

金の 削減や 減反な どの市場経済的な 政 策に よ っ て 、− 業国の 農業は資本集約型か ら 「持続可能」

な コ ス ト重視型 へ の 転換を迫 られる こ とに な っ た 。 多くの商品作物で最 も大 きな割合を占めて い

る 農薬 コ ス トが 、見直 しの 第．一．・の 標的となる 。 1970年代 に平均年率7．6％ で 増加 して い た世界の

農薬売上高は、1980年代に は年率3．1％ の増加に低下 し、1992年に は初め て 前年か ら6％減少 して

25億 2000万 ドル となっ た （αhemistry　and 　lndusay，1993，15Nov ：888）。

4．3．生物農薬 と TC の ネ ッ トワ ーク

　TC は 、化学農薬の 技術革新 の 不安定化 に対応 して 、多国籍化学企業が組織 した科学技術 ネ ッ

トワ
ー

クである と考 えられ る 。 こ こ で は、殺虫剤を代替する とされ る Bt菌毒素産生作物につ い て

検討する 。 Bt菌 を用 い る 生物的防除 は 早 くか ら試み られ て い たが 、商業化 は遅れ て い た 。 しか

し、1980年代か らBt菌を主とする生物農薬の 売上 は上昇 し、1989年に は 1億 ドル を超え た 。 1981

年に ペ ン シ ル バ ニ ア州に設立され た Bt菌農薬 の ベ ン チ ャ
ー

企業で あ るエ コ ジ ェ ン （E ¢ ogen ）社の

科学者は 、 商業化が遅れた理由を 、 農場で の効果の 不安定性、製造 ・包装
・流通 コ ス トの高さ、

化学殺虫剤の ような改良戦略の 欠如に求め 、新た なBt菌株 の 発見 と毒素遺伝子 の 解明が こ れ らの

問題点を解決 した とい う （Carlton，1993：259）。
こ れ は 、

い か に も技術者的な解釈で ある が 、　 Bt

菌の ア ク タ
ー

と して の性格を明らか に して い る 。 初めBt菌は 生物 として の 固有性 を主張 し 「改

良」に抵抗 して い たが、遺伝 子の DNA 配列 とい う広域的言語に 「翻訳」 され る と、 「改良」や

特許化が行われ化学農薬 ネ ッ トワ
ー

ク を利用する こ とが 卩∫能に な っ た 。

　生物 の 特許化は 1980年 の 連邦最高裁判決 （Diamond 　v．　Chakravarty判決）か ら始ま っ た が 、こ

の ジ ェ ネラ ル ・エ レ ク トリ ッ ク社 に よ っ て最初に特言1二化され た遺伝子組み替え微生物が 「環境に

流出 した石油 を分解する」こ とを目的 に 出願 され て い た こ と は
、 偶然で はない

。 遺伝子組み 替え

技術は 、環境問題 の 元 凶 と して 批 判され た多国籍化学企業が、　「環境問題 を解決する」可能性を

持 っ た技術革新 と して 登場 させ た側面が あ っ た （Kenney，1986：193−194） v ただ し、 生物的防除

へ の 工 業所有権の拡大は、環境問題 を多国籍化学企 業が再 「翻訳」する 際に生 じた もの で 、環 境

主義に とっ て は 腮 わ ざる帰結」 となっ た 。 しか し、生物の特許化が認め られなか っ た ならば、
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化学農薬へ の 依存は継続した可能性 もある。さらに、生物農薬は化学農薬 よ りも少な い 毒 1生試験

で 認可が得られた 。 生物農薬が環境に 及ぼす影響の評価は 「極めて難しい 」が 、実際 には 「過剰

な規制 は生物防除 の 科学技術 を抑制する」 とい う行政の 認識が ある とい う （鈴井，1997：253＞。

「環境 にや さ しい 生物農薬」 とい う想定の もとに、環境は再び 「ブラ ッ ク
・ボ ッ クス」 に戻され

る 。 最後 に、当初は 生物農薬は 害虫に 抵抗性 を誘導 しに くい と期待 され 、抵抗性 の 蔓延 した

フ ィ
ー

ル ドへ 積極的に導入 された 。
こ うして生物農薬 ベ ン チ ャ

ーは 、不安定化 した化学農薬ネ ッ

ト．ワ
ー

クに代わっ て 、生物を許容する特許、生物的防除に協力的な官庁、抵抗性獲得害虫など 、

環境問題ネ ッ ト ワーク が 再 「翻訳」 した ア ク ターを自分 に有利な形 で 動員する こ とに成功 し、生

物農薬ネ ッ トワ
ー

クを形成す る こ と が で きた 。 だが、多国籍化学企業はそれ を黙過する こ とはな

か っ た 。 彼 らの採 っ た戦略は 、 Bt菌毒素 とい うア ク タ
ー

を遺伝子組み 替え技術 と い う新 しい ネ ッ

トワ
ー

クに、文字通 り 「組み替える 」 こ とで あっ た 。

　遺伝子組み替え技術は 、 1970年代後半か ら医薬部門を中心 に商業化が始まっ た 。 多くの 多国籍

化学企業は農薬 とともに医薬 ・動物薬 も製造 して お り、まず最初に薬の研究開発を通 じて 遺伝子

組み 替え技術を習得 した 。 モ ン サ ン トが最初 に開発した遺伝子組み替え商品 も、ウ シ の 成長ホ ル

モ ン で ある 。 1970年代に
一

部 の 科学者や環境保護団体が喚起 した遺伝子組み替え技術 の 環境 に対

する リ ス ク の 懸念や 、それ らを反映 して 1976年 に作成され た ガ イ ドラ イ ン も、全米医薬品製造者

協会 （Pharmaceutical・Manufacturers・Association）や 多国籍化学企 業の 強力な ロ ビー
に よ っ て 1980

年代初 め に は 見直 され た 。 こ の ロ ビ ーで 議会 を動か し た論理は ア メ リ カ の 「国際競争力」で あ

り、 多国籍化学企業は当時 の 「産業空洞化」論 を背景に企 業の 海外移転 を示唆する こ とで 脅迫 し

た （Wright，1994：257−311） 。　「
−
国際競争力」の 論理は、経済政策に お ける 「市場の 失敗」 の 論

理 と ともに 、 先端技術産業の ため の様々 な優遇措置や規制緩和の 根拠とな り、多国籍化学企業に

有利 な状況 を作 っ た 。 TC の 開発 に お い て も、遺伝子組み替 え ベ ン チ ャ
ー

で あ る カ ル ジ
ー

ン

（Calgene）が開発 した 日持ち の 良い トマ トに対 して 、1992年にFDA は 製造工 程で は なく通常の

食品 との 「実質的同等性」の 基準 で認 叮す る とい う緩やか な規制を設定 した （Biotechnology

Newswatch，1・June　1992：1） 。 また、カ ル ジ ーン の トマ トは 1983年に モ ン サ ン ト社が開発 した植

物遺伝子操作 の 基本特許 の 技術 を用 い て お り、こ の 認可取得 に よ っ て 、こ の 方法を標準技術 と し

て共有する多国籍化学企業各社の TC の 認可は、さらに容易にな っ た 。

　i980年代半ば に 、
モ ン サ ン ト社 、お よび ア グ リジ ェ ネテ ィ ッ ク ス （Agrigenetics） とPGS （Plant

Genetic　Systems ）とい う2つ の 遺伝子組み 替えベ ン チ ャ
ーは、ほぼ同時期に Bt菌毒素遺伝子 を導

入 したTC の 特許 を取得 した。モ ン サ ン トは 、1990年代前半 にBt菌毒素遺伝子 を導入 した ワ タ と

ジ ャ ガ イモ を開発 し、農務省 と共同で 野外試験 を開始 した 。 但 し 、 常 にBt菌毒素を生 産する TC

は、散布期間 の 限 られ るBt菌農薬以上に抵抗性の 問題が深刻とな る こ とが予想され た 。 1991年末

か らこ の 問題 に関する会議が 、 農務省 、 EPA 、 企業の代表者を集めて数回開催 された 。 こ の 会議

で モ ン サ ン ト植物科学研究所の フ ィ ッ シホ フ （Fischhoff）は、 「抵抗性 を回避する 1つ の戦略は、

2種以上の 異なっ た昆虫傷害物質を用い る こ と」で あ り、 「長期的な収益を確保 したい とい う企

業の願望 こ そ、慎重な抵抗性克服 プ ロ グ ラ ム を可能にする」 として 、EPA の規制を牽制 して い た

（αhemisay 　and 　Jndustry
，
18Nov 　1991：827）。しか し、そ の ため には多様なBt菌株 を保有する微
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生物農薬ベ ン チ ャ
ーとの提携が必要で 、．モ ン サ ン トはエ コ ジ ェ ン とB菌 遺伝子 の 独占的使用 契約

を結ん だ （『日経バ イオ年鑑』 ，
1997；737）。さらに、Bt菌遺伝子を発現 させ る作物の遺伝資源

を確保するため に、デ カ ル ブ ・ジ ェ ネテ ィ ク ス （Dekalb 　Genetics）、ホ
ー

ル デ ン ズ ・フ ァ ウ ン

デ ーシ ョ ン （Holden
”
s　Foundation　Seed）な ど の 種子企業 と も提携 ・買収関係を確立 し た 。 こ れ ら

の 企業間関係 は 、1983年に モ ン サ ン トが 開発 した植物遺伝子操作 の 基本特許を ラ イセ ン ス する こ

とで 可能 とな っ た 。 こうして モ ン サ ン トは、遺伝子組み替え技術、　 「産業空洞化」 を憂える 議

会、規制緩和 と環境対策を同時に迫 られる官庁 、 そ して 関連企 業を統合す る基本特許をア クタ
ー

とする独 自の ネ ッ トワ
ー

クに加えて、エ コ ジェ ン の B菌 農薬の ネ ッ トワ
ー

クと種子企業 も取 り込

んで 、Bt菌毒素産生TC を実体化す る こ とに 成功 した 。

　同様 に して、他 の 企 業グル
ープもBt菌毒素産生TC の ネッ トワーク を形成 して い る 。 ア グ リジ ェ

ネテ ィ ッ ク ス は モ ン サ ン トの 場合 とは逆に、微生物農薬 ベ ン チ ャ
ー

企 業で あ るマ イ コ ジ ェ ン

（Mycogen）に買収され、そ の マ イ コ ジ ェ ン は ノ バ ル テ ィ ス 社 と共同研究を行 っ て い る 。 また、

ベ ル ギ
ー

の ベ ン チ ャ
ー企業で あるPGS はヘ キ ス ト社に買収された。こ の よ うに、現在の TC の 技術

革新ネ ッ トワ ークは 、 多国籍化学企業 を中心 に技術提携 ・買収関係 に よ っ て結び合わ され た企業　　
’

問関係を取 り込んで形成され て い る 。 そ して 、 こ の 企業間関係 を支え て い るもの が 、 情報を共有

化 ・標準化する生物特許の 流通 であ る （大塚 ，1997） 。

　TC ネ ッ トワ
ー

クに は 、環境問題 ネ ッ トワーク が 「翻訳」 した ア クタ
ー

が 、デ フ ォ ル メ され な

が ら再 「翻訳」され て い る。モ ン サ ン トで植物遺伝子操作の特許を取得 した科学者で 副社長で も

ある フ レ イ リーは、TC を 「緑の遺伝子機械 （Green　Gene　Machine）」　（Fraley，1992：42） と呼ぶ 。

こ の 名称は 、TC が生物 と機械 の ハ イブ リ ッ ドで ある こ とだ けで な く、環境と技術 の 融和物で も

ある こ とを象徴的に示す。 こ の融和物は、 「先進国におい て は、安全で 栄養に富み満足の で きる

食料を 、 環境にや さし く持続可 能な農業に よ っ て確保する 。 途上国に お い て は 、 基 本的な食料生

産の必要 性に応 える ため に 、 手ご ろ な価格で経済発展に も貢献 しうる手段 を供給する」　 （Fraley，

1992二40）とされ る 。

4．4．TC 批判の ネ ッ トワ ーク

　バ イ オ テ クノ ロ ジ
ー

をめ ぐる環境問題 の構築を1980年代 に観察 した論者 は 、 従来の 環境問題

ネ ッ トワ
ー

クで 中心的な役割 を担い 、ig70年代 に遺伝 r一組み替 え技術 に対 して反対 して い た諸グ

ル ープが批判を後退 させ て、小規模農業者や社会聞題に関心の ある科学者などを含む条件付 き反

対派に合流 した こ と、その代わ りに 「生 命の操作 は本来的 に悪である」とする絶対的反対派が出

現 した こ とを指摘 した （Plein，1990：155−160） 。 環境保護団体の 活動が後退 した理由に は、遺伝

子組み替え技術に対する 批判で 「国際競争力」の 論理 に政治的に敗れ 、生物特許の 成立 を許容 し

た こ との ほ か に も、彼 ら の 一部が 、生物農薬や TC が実際 に環境問題 を緩和 し第三世界 の 食料問

題を改善する と考え始めた こ とも関係 して い る。こ れ は、新 しい 技術革新が環境問題の ア ク タ ー

を用 い て構築されて い る こ とを考えれ ば、当然の 反応で ある と思われ る 。 その 結果 、 1980年代の

TC 批判は、すで に
一

定の解釈と役割が与え られ て い る環 境、第三 世界、生物の 特許化、科学の

自立性などの ア クタ
ーを、多様 な利害集団が異な っ た立場か ら再 「翻訳」するこ とにな っ た 。 他
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方、後者 の 絶対的反対派は、経済動向財団 （Foundation 　on 　Economic 　Trends）が組織 した 「ピ ュ

ア ・フード Eキ ャ ン ペ ーン 」の 名称に現 われて い るように、 「純粋」な自然 とい う概念を 「人工

的」なTC に対置す る 。
こ の 「純粋」志向は 、 キ リ ス ト教原埋主義的な自人保守層の 取 り込み に

一
定の役割 を果た した と考えられるが、主流の 環境保護団体とは 線 を画すことにな っ た 。 しか

し、1980年代末か ら 1990年代 にTC が現実の もの とな る と、絶対的反対派 と幾 つ かの 利害集団か

ら構成され る条件付 き反対派は 、利害や理念 の 差異 を超えて 、よ り現実的な共通の 戦略を模索す

る こ とが必要 にな っ た。以 下 に 、こ れ らの 集団を 「翻訳者」 とする ア ク タ ーの 再 「翻訳 」の 試み

を、3つ の t 要な論点に絞 っ て 概観する 。 但し、少な くと も ア メ リカ で は 、
こ れ らの 試み の見通

し は 明 る い とは 言 えな い 。前述 の 日持ち の 良い トマ トは遺伝子組み替えとい う 「新規性」 の ブ ラ

ン ドで
一

時的に で あれ販売に成功 し、　「ラ ウ ン ドア ッ プ ・レ デ ィ」大豆 も生産者の支持 を得て作

付 け面積 を急拡 大 しつ つ あ る の が現状で あ る 。

　まず第
一

に、環境 と安全性はほ とん どの批判グ ル
ー

プ で最 も重 要な論 点とな っ て い る 。環境防

衛基金は、　「緑の 遺伝子機械」に よる 「持続 叮能な農業」は 除草剤抵抗性遺伝子 を拡散させ た

り、逆 に化学農薬の使用量を増加させ る こ とを論 じる （Goldburg　and 　Hopkins ，1gg6 ：378−37g） 。

グ リーン ピース 、経済動向財団、お よ び各国の 消費者団体など も、環境へ の リ ス ク と安全性の 点

か ら不買運動 を繰 り広げて い る
．2　1，

。 安全性は、化学農薬 の 環境問題ネ ッ トワ
ー

ク に お い て も、

「きれ い ＝ 純粋な食品」を志向する消費者 を組織する価値基準で あ っ た 。 ただ し、こ の志向に

は、農薬 の 需要 をも形成する 両義性があ る ほ か に、経済動向財団が 主張す る よ うな 「純粋さ」へ

の 志 向も隠れ て い る 。 「きれ い な食品」へ の 志 向は 、 生 産者との 直接的な提携関係が ない 限 り、

市場 と い う 「ブ ラ ッ ク ・ボ ッ クス 」 を介 して容易に防除の技術革新 ネッ トワ
ー

クに取 り込 まれ う

る。例 えば 、有機農産物流通業者か ら は 猛 反発 され て い る もの の 、農薬を使わな い TC に も 「有

機」表示を行 うとい っ た提案 を農務省が行っ た りする （New ・Scientist，1998，7March ：24）。 ま

た、　「純粋さ」は、科学的知識の発展を正当化する 「物語」 と同 じ視点を提供し、同財団の優生

学批 判 とは裏腹 に 入種差別 主義 に 陥 りやす い こ とも指摘され て い る （Thompson ，　 t990 ： 8−14；

Huraway ，1997：60−62）。

　第二 に、　「生物的防除を促進する手段」で あっ た生物特許 も、再 「翻訳 1の共通の 標的とな っ

た。1988年の 遺伝子組み替 えマ ウ ス の 特許化に際 して は 、環境保護団体、動物の 権利擁護団体 、

宗教団体な どが 、共同 し て 批判 を展開した c また 、 イギ リ ス の 生物学者の グ ル ープは、生物の 特

許化が 研 究材料や 知識 を私財化 し 、 自由な研究の 発展 を阻害 して い る こ とを訴 えた （Nature，

1995，385：672） 。 さらに、多 くの 第三世界の NGO に とっ て も、生物の 特許化は種子の 囲 い 込み

に よ っ て農民 の 経済的 な 自立 を阻む とされる （Third　Worid　Resurgence，1993，　No ．39：20−36＞ 。

しか し 、 欧米の多 くの批判 グル ープ に お い て は、特許制度そ の もの は温存され、批判は生物の特

許化 に絞 られ て い る こ とに注意 を要す る 。 こ こ で 間題 に され て い る の は 、 「人工物」 と 「自然

物」の 混淆で あ っ て 、 「専門家」 と 「非 卑門家」 を分かつ 知識の専有ではな い 。農業部門か ら切

断され た都市消費者が 、 「きれ い さ」へ の 志 向を省みずに 「純粋 さ」 を追求する ように 、工業部

門 の技術革新 に依存す る環境主 義は、特権化 した 「人工 物」に よ る資本蓄積 を省み ずに 「自然

物」 の 共有地を守ろ うとする。こ の よ うな概念の 分離は、そ れ らの ハ イブ リ ッ ドで あ る TC を批
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判 する こ とを困難に する で あろ う。 多国籍化学企業は、特許に際 して はTC が 「人コニ物」で あ る

こ とを 、 販売に際 して は 「自然物」 と同等で あ る こ とを主張 で きる の で ある 。

　共通の論点の なか で 、 広域的ネ ッ トワ
ー

クへ の 「翻訳」が 最 も近 い と考え られる ア クタ
ー

は、

食品へ の TC 使用 の 表示に関する もの で ある （そ の 現状に つ い て は 、 『日経バ イ オ年鑑』1997：46−

52；安田，1997：65−69を参照）。 表示 の 問題は古 くか ら存在 し、例 えば 、 1950年代か ら60年代に

カ リフ ォ ル ニ ア の ブ ドウ農園で 移民農業労働者が化学農薬の健康被害を受けた問題で は 、使用す

る農薬の 情報を 「知る権利」 を農業労働者連合が制度化する こ と に成功 した 。 しか し、 少な くと

も化学農薬 の 環境問題にお い て は、移民労働者の 「知 る権利」は重要なア クタ
ーと して は認識 さ

れ なか っ た （Haraway ，1997：88）。表示 の 問題で重要な こ とは、誰が誰に対 して 何 を表示す る

か で あろ う。 「知る権利」は、 「非専 門家」が科学技術 ネ ッ トワ
ークへ 、労働者 として あ るい は

消費者 と して参加するか否か を自己決定する ため の 第
一

歩とな りうる 。 だが、欧米や 日本の 「き

れ い ＝純粋な食品」 を志向す る消費者に 、 農務省や企 業の 「専門家」が 定め た基準 に従 っ て 、匿

名の 生産者が市場競争 に勝 つ ため に 「自然物の 純粋 さ」を表示する こ とに留まる限 り、 「非専門

家」は 「専門家」の 構築する ネ ッ トワ ークを根本的に作 り替える こ とは難 しい と思 われ る 。

5．結論

　TC は、多国籍化学企 業が組織した化学農薬 の 科学技術 ネ ッ トワ ークが、環境問題 の 構築 の 影

響 を受ける こ と に よ っ て 出現 し て い た 。 まず、環境問題 ネ ッ トワ
ー

クが導入 した環境 と 「純粋な

食品」を志向する消費者は 、 化学農薬 の 技術革新 を活性化 した 。 しか し、規制 の 強化に伴う研 究

開発 コ ス トの増大や 、環境主義を
一

因とする農業保護i政策 の 後退 な ど の 環境問題 の 間接的影響に

よ っ て 、
こ の技術革新は不安定化 した 。 こ こ で 、

ベ ン チ ャ
ー

企業が、環境問題 へ の 企業の対応戦

略か ら制度化 される に 至 っ た生物の特許化、お よび 「環境 にや さしい 生物農薬」 に対する規制官

庁の協力 を動員す る こ とに よ っ て 、生物農薬ネ ッ トワ
ー

クを形成 した 。 さらに、 「産業空洞化」

状況で の 「国際競争力」確保 とい う文脈 にお い て 、多国籍化学企業は、生物農薬 を医薬開発 で習

得 した遺伝子組み替え技術 に組み 込む こ とに よっ て 、TC の ネ ッ トワ
ー

クを出現 させ た 。 同時に　　，

TC ネ ッ トワ
ー

ク は 、 環境問題 を 「緑 の 遺伝子機械」が解決す る技術上 の 問題 として位置づ け、

従来 の 環境問題 ネ ッ トワ ーク は再構築 を迫 られ て い る。

　以上 の変化 の 過程で 、 環境問題 ネ ッ トワーク が広域化し た ア ク タ
ー

は、い ずれ も生物農薬 とTC

の ネ ッ トワ
ー

クに親和的に再 「翻訳」 され た 。 化学物質に よ る 汚染は 「解決」 され 、規制官庁は

協力的に な り、 資本集約的農業は 「持続可能」なコ ス ト重視型に変化 しつ つ ある
。

こ れ らの ア ク

タ
ー

の 再 「翻訳」は、 「翻訳者」で ある多国籍化学企業とそれ らの アク タ
ーとの 関係を変える た

め に、多国籍化学企業そ の もの の 変化を要請 した 。 TC ネ ッ トワ
ー

ク を生 成するため に 、 多国籍

化学企業 は化学農薬の有機合成技術か ら遺伝子組み替え技術 へ と研究 開発投資 を変更 し、ベ ン

チ ャ
ー

企 業や種子企 業と提携 ・買収関係を築 い た 。 すなわち、可変的な ア ク タ
ー

は、 「翻訳者」

の 可変的な機能 と関係する 。
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大塚 ：遺伝子 組 み 替 え作 物 をめ ぐる 相 互 的構築

　
一
方で

、 変化の 過程で役割が ほ ぼ保存されて い た ア クタ
ー

も見 られ た 。　「汚染され て い ない 純

粋な食品」を求める都市の 消費者は 、 同時に市場を介 して 「きれ い な食品」を選好し化学農薬 と

そ の代替的なTC の 両方の 需要を形成 して い た。
こ の ア クタ

ー
は、環境問題 と科学技術の 双 方に

適合 した 。 また、特許制度は化学物質か ら生物 へ 拡大 された が 、それ 自体が環境問題 ネ ッ トワ
ー

クの 「翻訳」の対象 とな る こ とはな く、常に科学技術 に親和的に機能 して い た 。 工 業所有権と し

て の特許は、農業部門 に対する 工 業部門 の 優位 を保証する制度で ある た め に 、 都市住民 に親和的

で あ っ た。環境主義の進展に伴 っ て文化 と自然を統合する思想が広が っ た こ とは、人工 物 と自然

物の境界を曖昧に し て、人為的に改変 された生物が特許の 対象となる こ とを許容 した 。 化学的技

術 の 限界がは っ きりして い る時代 に、また人工物の 氾濫の なかで 自然物の 「純粋 さ」が容易に差

別的な原理主義に転化 して しまう時代 に 、 生物的技術の 特許化を否定する こ とは難 しい
。 結果 と

して 、科学技術 と環境問題の 双方に とっ て、特許制度も不変的な ア ク タ ーで あ り続けた。都市消

費者 と特許制度 とい う不変的 なア クタ
ー

は、環境問題 と科学技術の 「翻訳者」の 不変的 な機能に

関係 して い る 。 環境問題は生 産者か ら距離化 した都市消費者によ っ て担われ、科学技術投資の 誘

因は知識の私的専有 を認め る特許制度 によっ て与 えられる n すなわち、都市消費者と特許制 度は

「翻訳者」が 、各々 、 「非専門家」お よ び 「専門家」 で あ る こ との 根拠 なの で あ っ て 、両者 の 関

係 もこ れ らの ア ク ターに よっ て 再生産 され て い る で あ ろ う。 した が っ て 、環境問題 と科学技術 の

関係、　「非専門家」と 「専門家」の 関係 を変化 させ よ うとす るな らば 、
こ れ らの 不変的なア ク

タ
ー

の 変革が 必要で ある と考え ら れ る
。

注

（D 国際特許分 類で AOIHsfOO （創 生 植物；開花植物）お よ び識 別 記号ZNA （ア ミ ノ酸配列 また は DNA 配

　 列）を と も に含 む特許出願 を検索 した。

（2）経済動向財団 （Bussiness 　Weck，1992，　Dec．14：98−101）、グ リ
ー

ン ピー
ス （Chemistryandindustry，1996，

　 7　Oct．：709）、ス イス で の 国民投票へ の 発展 （「日経産業新聞』 1997年 4月11日）など。
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INTERACTIVE  CONSTRUCTION  OF  ENVIRONMENTAL

             PROBLEMS  AND  TECHNOLOGY

          A  CASE  STUDY  OF  TRANSGENIC  CROPS

OTSUKA  Yoshiki

      Graduate School of  Social Science

       UNIVERSITY  OF  TSUKUBA

1-1-1 Tennodai, Tsukuba, Ibaraki, 305-8571, JAPAN

.

      One social  construction  of  an  environmental  problem is the criticism  of

technology  by 
"lay

 public." This paper contrasts  its interaction with  the construction

of  technology by 
"experts".

 A  case  study  is conducted  on  the development of  crop

protection technologies, from chemical  pesticides to transgenic crops, which  paralleled
with  transfbrmation ofenvironmental  problems. These processes are analyzed  by using

a concept  of  
"actor-networks"

 originating  from sociology  of  technology.

     An  environmental  actor-network  is defined as  connecting  not  only  members  of

the 
"lay

 public" but also  natural  and  artificial  objects.  Similarly, a technological actor-

network  combines  
"experts"

 agents  and  objects.  The finding show  that the genetic

recombination  of  crops  was  developed by multinational  chemical  corporations  that

succeeded  in "translating"

 actors  in an  environmental  network  against  chemical

pesticides. Such actors included contarninated  environment,  regulating  agencies,

"sustainable"

 agriculture,  and  venture  firms for bio-pesticides.

    However, two  actors  remained  intact through translations made  by both networks.

First, urban  consumers  who  appeal  for "pure
 food" in the environmental  network

simultaneously  constituted  a demand for standardized  cheap  foed without  worm  holes.

Second, the industrial intellectual property system  that enabled  inyestment fbr research

and  deyelopment was  consistent  with  the norms  of  urban  environmentalists  who  insist

on  their intellectual superiority  over  chemical-intensive  agricultural  sector. These two

actors  may  play a  role  to sustain  the coexistence  of  both networks.

Keyworcis andphrases:  transgenic c'rqps, constructionism,  sociotogy  qftechnotogy
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